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「多様性」と ｢包摂性」をめぐる欧州の苦悩
―̒ ソーシャル・ヨーロッパ は̓復活できるか―

石　　田　　　　　徹

Europe’s Struggles with “Diversity” and “Inclusion”
―Can ‘Social Europe’ be revived?―

要　旨
　多様性と包摂性は SDGs などにおいて対の用語として使われている。しかし両者を社会において実際
に両立させることは必ずしも容易ではない。経済的な面において多様性と包摂性を追求する際に焦点とな
る課題は貧困に陥って社会から排除されている人々を経済的に支え社会に包摂していくことである。本稿
では，貧困と社会的排除の根絶を目指す EU のソーシャル ･ ヨーロッパ構想の内容をあきらかにすると
ともに，その失敗と復活の経緯を跡づけることにする。
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Abstract
　Diversity and inclusion are used as a pair of terms in the SDGs. However, it is not always easy to 
reconcile the two in practice.  In the pursuit of diversity and inclusion in economic terms, the focus is 
on the economic support and social inclusion of marginalized poor people.  This paper will identify the 
content of the EU’s Social Europe initiative, which aims to eradicate poverty and social exclusion, and 
trace its failure and resurgence.
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Ⅰ　多様性と包摂性は両立できるのか

1　SDGs と多様性と包摂性
　多様性（diversity）と包摂性（inclusion）は
最近対の用語として使われることが多くなって
いる。2015年の国連サミットで SDGs（持続可

能な発展目標）が採択されたが，そのビジョン
を実現する上で，多様性と包摂性を追求するこ
とが不可欠であるとされている。また，日本政
府が設置した SDGs 推進本部においても，達
成すべき重点事項の一つとして ｢多様性ある包
摂社会の実現｣ を掲げている。今や日本を含め
て世界中において，多様性という言葉は包摂性
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の言葉と合わされて今後目指すべき社会のあり
様を表すキャッチフレーズになってきている。
とはいえ， 2 つの言葉が表す状態は，容易に両
立しうる関係あるいは予定調和的に移行しうる
ような関係にあるのであろうか。
　多様性とは，人種，性別，年齢，宗教，性的
指向，価値観などの外的及び内的に多様な属性
を持つ人々の存在が尊重されることである。他
方包摂性とは，属性の異なる多様な人々が尊重
されるだけでなく，排除されずに社会に参加し
影響を与えうる状態をつくることである。 2 つ
の言葉の意味を見れば，多様性を実現すること
と包摂性を実現することの間には質的な違いが
のあることがわかる。つまり，多様性を認めた
としても，そこから包摂性へと行き着くことは
必ずしも容易ではないのである。

2　多文化主義の失敗？
　 ―文化をめぐる欧州の苦悩

　本稿では，多様性と包摂性をめぐって政策的
に苦悩する欧州の事例を取り上げる。欧州では，
EU が公式のモットーとして多様性の中の統合

（United in diversity）を謳っているように，
EC の時代も含めて域内における，人種，宗教
など文化的に多様で経済的な水準においても多
様な人々が国境をまたいで移動する自由を積極
的に推進してきた。しかしながら，2000年代に
入ると，欧州は多様性と包摂性をめぐって困難
に直面するようになる。2001年のアメリカにお
ける9.11同時多発テロに続いて欧州でもマド
リッド（2004年），ロンドン（2005年）で爆弾
テロが起こったことがきっかけとなって，主と
してイスラム系であるが，移民 ･ 難民への反感，
敵意が大きくなり，反移民 ･ 難民を叫ぶ右翼
ポピュリズム政党が支持を広げていったのであ
る。移民 ･ 難民などマイノリティの文化を尊
重する政策は多文化主義（multi-culturalism）
と呼ばれるが，そのマイノリティへの寛容な政
策が，かえってマジョリティとの間で交流のな
い「並行社会｣ を生み，結果として社会に分断
をもたらしたとされた。文化的に多様性を目指
す政策が包摂ではなく逆に排除に行き着いたと
され，ドイツのメルケル首相が2010年に，イギ

リスのキャメロン首相が2011年に「多文化主義
は失敗した」というまでに至ったのである（石
田　2022）。

3　ソーシャル ･ ヨーロッパの失敗？
　 ―経済をめぐる欧州の苦悩

　移民 ･ 難民問題は文化的な多様性に主とし
て関わるが，2000年代以降欧州は経済的な面か
ら見た多様性をめぐっても苦悩することになる。
経済的な困難さから貧困に陥って社会から排除
された人々を包摂していくことも多様性と包摂
性を目指す政策にとって重要な課題である1）。
EU における貧困と社会的排除への取り組みを
表す社会政策の構想，モデルはソーシャル ･
ヨーロッパ（Social Europe）ないしは欧州社
会モデル（The European Social Model, 以下
ESM と略記）と呼ばれる。EU が数値目標を
掲げて本格的に貧困と社会的排除への闘いに取
り組むようなったのは，2000年のリスボン戦略
採択以降である。しかしながら，実際には，
EU のその後の旧社会主義国への拡大によって
旧加盟国と比べると経済的水準の低い諸国が加
盟したことに加えて，何よりもグローバリゼー
ションの進行とその結果として起こった2008年
以降の経済危機，及びその後の緊縮政策が影響
して域内の経済的格差がより拡大し，貧困と社
会的排除への闘いが進展しないという事態に
陥ったのである。そうした中で2010年代前半に
なると「ソーシャル ･ ヨーロッパの失敗」，「欧
州社会モデルの終焉」が語られるようになるの
である。
　移民 ･ 難民問題に関わる多文化主義の失敗，
貧困と社会的排除問題に関わるソーシャル ･
ヨーロッパの失敗といった言説の広がりは，欧
州において多様性と包摂性を実現することの困
難さを表している。ただ，多文化主義をめぐっ
てはその後それに代わる政策つまりポスト多文
化主義への模索が行われているが，ソーシャル
･ ヨーロッパをめぐっては2010年代の後半そし
てコロナ禍を経て，ソーシャル ･ ヨーロッパ
に代わる政策を追求するというよりもソーシャ
ル ･ ヨーロッパの復活あるいは，その強化が
重要であるとの主張が EU 執行部及び研究者
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から発せられている。本稿では，ソーシャル ･
ヨーロッパの復活をめぐる議論に注目し，復活
の可能性があるのか，またそのことによって欧
州は多様性と包摂性をめぐる困難を克服できる
のかを検討する。まず，ソーシャル ･ ヨーロッ
パは何であり，どういう形で EU に取り入れ
られたのかを振り返る。ついで，ソーシャル ･
ヨーロッパが失敗したとされる状況とその要因
を考察する。最後に，ソーシャル ･ ヨーロッ
パの復活とされるその内容と可能性を追究する。

Ⅱ　ソーシャル・ヨーロッパの構想と展開

1　ソーシャル ･ ヨーロッパの構想－新
自由主義への対抗

　ソーシャル ･ ヨーロッパはどんな構想なのか。
実のところ，この言葉は明確に定義されたこと
がない。その点ではこの言葉と互換的に使われ
る ESM も同様である（Hacker 2023a）。これら
2 つの言葉は，EC（欧州共同体）時代の1980
年代では前者が多く使われていたが，1993年の
EU（欧州連合）設立以降，とくにリスボン戦
略が採択された2000年以降は後者の ESM がそ
の現代化の必要性という文脈で EU の文書で
よく出るようになった（石田 2009）。ところが，
2010年代後半以降になるとソーシャル ･ ヨー
ロッパの言葉が，その復活あるいは強いソー
シャル ･ ヨーロッパという表現で EU の文書
や研究書に頻繁に登場するようになった。
　ソーシャル ･ ヨーロッパの構想は，フラン
ス大統領ミッテランによって1980年代に EC
に持ち込まれ，1985年に欧州委員長に就任した
フランス元蔵相のドロールによって広げられた
とされる（恒川　1992）。ミッテランは，1980年
代初頭にフランスにおいて，国有化やケインズ
主義に基づく財政出動によって不況を克服しよ
うとしたが，結局インフレに見舞われてその路
線は失敗に終わった。そこで，ミッテラン，ド
ロールは進歩的な政策を一国レベルで実現する
のは困難だということで，欧州レベルでその政
策を実現する路線に切り替えた。一義的に経済
成長を追求するアメリカのレーガン，イギリス
のサッチャーの新自由主義路線に対抗する路線，

つまり経済成長とともに社会的保護，社会的公
正を重視する構想を欧州という広がりにおいて
実現しようとしたわけである（Hermann and 
Hofbauer 2007: 126-127）。
　EU の文書でよく使われるようになる ESM
も多様な解釈が可能であるが，新自由主義に対
抗する社会民主主義の刷新の路線を第三の道と
定式化した A. ギデンスは ESM を次のよう特
徴で捉えている。① 高水準の税金による財政
に裏付けられた発達した介入主義的国家，
② すべての市民とくにそれを最も必要とする
人に対して有効な社会的保護を与える強力な福
祉制度，③ 経済及びその他の不平等の制限あ
るいは抑制。加えて彼は，それらの仕組みを維
持する上で，労働組合などの社会的パートナー
の果たす役割が決定的であること，そして上記
の特徴は経済的繁栄と完全雇用があってこそも
たらされるものであることを強調している

（Giddens 2007）。

2　EU（EC）の社会政策の取り組みと改
善の見られない雇用実績

　EC 及び EU は，たしかに，政策目的として
は経済成長とともに社会的保護，社会的公正を
重視してきたが，実際には共同体レベルでは経
済統合の政策が優先され，社会政策はその主た
る決定権限が加盟国の下におかれてきたため共
同体レベルで拘束力のある重要な決定はできな
かった。けれども，社会政策の流れを見れば，
労働者の基本的社会権を定めた1989年の社会憲
章，EU の創設を決めた1992年のマーストリヒ
ト条約，社会政策協定の EC 条約への組み入
れと高水準の雇用の促進を規定した1997年のア
ムステルダム条約，そして同じ年に欧州雇用戦
略（European Employment Strategy）の開始
を定めたルクセンブルクサミット等を経て，
徐々に EU における社会政策の比重が高まり，
それらへの EU の関与も強まっていった。
　とはいえ，社会的保護，社会的公正を政策目
標に掲げ，それを実行したとしても，実際にそ
の成果が現れるかどうかが重要である。その点
でいえば，EU において社会政策の取り組みが
強められていった1990年代は日本も含め世界的
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に景気が大きく後退した時期である。80年代後
半の資産騰貴 = バブル経済が90年代に入って地
価と株価の暴落によって破綻したからである。
この時期の経済危機の特徴は，インフレ率は比
較的抑えられたのに対して失業率が未曾有の高
さを示したことである。各国政府が緊縮的金融
財政政策をとったことが背景にあるが，とりわ
け欧州では雇用実績の悪化が深刻であった。欧
州の失業率は70年代の中頃まではアメリカとは
対照的に日本と同様の低水準であったのだが，
70年代後半以降上昇しはじめ，80年代に入ると
アメリカを追い越し，90年代初頭の経済危機を
経て，その後高止まりになっていった（樋渡 　
2006）。
　雇用実績において失業率とともに重視すべき
は，生産年齢人口（15歳から64歳まで）に占め
る 就 業 者 の 割 合 を 示 す 就 業 率（ 雇 用 率，
employment rate）であるが，その面でも欧州
は日米と比べて劣っていた。1970年代中頃には
64% ほどであった就業率が徐々に落ち込んで
いき，80年代後半から90年代初頭にかけていく
ぶん回復したものの，その後は60% にまで低
下していったのである（Cameron 2001）。以上
のような雇用実績悪化に直面して，EU として
は経済成長と社会的保護の両立をはかるという
ソーシャル ･ ヨーロッパ＝ ESM の目標は堅持
しつつも，その手段，方法については変更をせ
ざるをえなくなった。そこで EU が唱えたの
が ESM の「現代化」（modernisation）という
方針である。

3　リスボン戦略と ESM の「現代化」
　EU 指導部が，ESM の現代化という言葉で，
従来の社会経済モデルの刷新を明確にしたのは
2000年の EU サミットで採択されたリスボン
戦略においてである。その戦略では，EU を10
年後に「より多くの，より良い雇用とより強い
社会的結束を確保しつつ，持続的な経済成長を
達成し得る，世界で最も競争力があり，かつダ
イナミックな知識基盤経済」（European Council 
2000）にすることが目指された。加えて，翌年
のイエテボリ理事会において持続可能な環境

（sustainable environment）という目標が組み

入れられて経済，社会，環境の 3 つの持続可能
性を追求するものになった。ESM との関連で
は雇用とそれを生み出す経済成長とともに社会
的結束（social cohesion）という目標の確保が
謳われていることが注目される。社会的結束と
は，社会構成員全員の福祉を確保し，格差を最
小限に抑え，分極化を回避する社会の能力であ
り，社会的保護，社会的公正と同様の内容であ
ることから，リスボン戦略でもソーシャル ･
ヨーロッパ = ESM の目標が堅持されているこ
とが分かる。
　では，ESM の目標を達成するための方法，
手段の現代化とはどういう内容なのか。経済政
策の従来の方法，手段としては，ケインズ主義
的なマクロ経済管理つまり財政金融政策を用い
て雇用を創出し完全雇用を目指すという需要サ
イドからの政策が中心であった。これに対して
ESM の現代化という観点から経済政策として
重視されるのは，規制緩和とイノベーションに
よって競争力を強化するというミクロ的な供給
サイドの構造政策である。そうした政策が重視
されるのは，経済通貨統合を優先するため，財
政金融政策はインフレ抑制，財政規律重視とい
う方向が基調となっており，需要サイドのマク
ロ的政策の発動が難しくなったことが背景にあ
る。
　他方，社会政策の従来の方法，手段としては，
雇用の喪失つまり失業や退職というリスクに対
する所得保障（失業手当，年金等）といった事
後的な政策や失業を防ぐ解雇規制を含めた労働
者保護といった受動的な政策が主なものであっ
た。ESM の現代化において社会政策として重
視されるようになったのは，従来の雇用をめぐ
る事後的受動的政策との対比でいえば事前的積
極的政策というべきものである。具体的には，
就業に向けての職業訓練，職業斡旋といった支
援サービスや女性の社会進出に伴って需要が高
まる保育，介護への支援サービスなどである。
そうした転換には，雇用に関しても需要サイド
から供給サイドへとアプローチの方法を切り替
えざるをえないという事情が背後にある。しか
し，注目すべきは社会政策の位置づけ方が大き
く変えられたことである。すなわち，社会政策
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を経済にとってのコスト，負担要因としてでは
なく「生産要因」（productive factor）とする捉
え方，雇用の創出は経済成長を促進するととも
に貧困の抑制にも資するという考え方，また雇
用を通じて社会への参加，包摂がはかられると
いった見方が打ち出されたのである（Commission 
of the European Communities 1997）。

4　雇用実績の悪化とリスボン戦略の
　 見直し

　ESM の現代化では，貧困と社会的排除の克
服のためには雇用が鍵をなすと考えられている
が，さらに雇用問題においては失業を減らすよ
りも就業を増やすことが重視されている。リス
ボン戦略では就業率向上に向けて具体的な数値
目標も定められた。2000年から2010年の間に，
全体の就業率を61% から70% に，女性の就業
率を51% から60% に高めることが目標とされた。
翌年のストックホルム理事会で高齢者（55-64
歳）の就業率を50% に高めることも付け加わっ
た。ところが，その後の雇用実績を見ると2000
年初頭まで低下してきていた失業率が反転して
上昇し始めたことや就業率において女性の場合
を除いて当初定めた自標水準との関係で十分に
進展がみられないことなどもあって，2000年代
中頃になるとリスボン戦略の見直しの議論が起
こる。欧州委員会は，戦略の目標実現のために
は成長と雇用の問題に主眼を置くべきであると
提言を受けて，2005年 2 月に「成長と雇用のた
めに共に働こうーリスボン戦略の新たな出発」
という文書（European Commission 2005） を
提出したのである。成長と雇用が前面に出て社
会的次元が後景に退く形でリスボン戦略は再出
発したといえる。
　再出発のリスボン戦略において欧州における
雇用問題の解決の切り札として浮上したのがフ
レクシキュリテイ（flexicurity）である（石田 　
2009）。フレクシキュリティとはフレクシビリ
ティとセキュリティという 2 つの言葉からなる
合成語であり，経済成長と社会的保護という
ESM の目標を雇用の面で具体化したものとい
える。そのフレクシキュリティの成功事例とし
て取り上げられたのがオランダとデンマークで

ある。前者は，パート雇用など雇用形態，労働
時間の面でフレクシビリティを取り入れつつ，
異なった雇用形態の労働者間の待遇を均等化す
るといったセキュリティを与えるという仕組み
である。後者は，緩やかな解雇規制によって雇
用の流動化を進めるというフレクシビリティと
手厚い失業手当や再就職に向けた充実した積極
的労働市場政策というセキュリティを組み合わ
せた仕組みである。欧州理事会は2007年にフレ
クシキュリティに関する共通原則を定めるとと
もにオランダやデンマークの事例を EU が抱
える雇用問題の解決のためのベストプラクテイ
スを示すものとして加盟国に対してその学習と
取り入れを推奨したのである。
　けれども，2008年秋に起こったリーマン ･
ショック以降の経済不況が欧州の雇用問題を一
層悪化させるに及んで，フレクシキュリティを
めぐる議論も変化を見せる。欧州委員会は依然
としてフレクシキュリティは有効であるという
立場を崩さなかったが，フレクシキュリティの
モデルとされたデンマークの雇用実績が悪化し
たこともあり，フレクシキュリティは役割を終
えたとする主張も出てきたのである。そうした
中で，リスボン戦略が当初掲げた就業率の達成
目標を実現できずして戦略の最終年である2010
年を迎えることとなり，EU は，その年 6 月に
その後継戦略として欧州2020（Europe 2020）
と呼ばれる発展戦略を立てることとなるのであ
る。

Ⅲ　欧州2020と緊縮政策
　　―ソーシャル・ヨーロッパの失敗？

1　欧州2020の戦略内容と ESM
　欧州2020は，知的な成長（Smart Growth），
持続可能な成長（Sustainable Growth）及び包
摂的な成長（Inclusive Growth）の 3 つを優先
事項とする10カ年計画であり，それらを実現す
るために，雇用，研究開発，気候変動・エネル
ギー，教育，貧困・社会的排除といった部門で
5 つ の 主 要 目 標 を 掲 げ た（European 
Commission 2010）。この戦略の全体的な評価
としては，元々のリスボン戦略（2000年）に基
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本的な考え方は近い，あるいは一般的な志向と
しては連続性があるとの見方もできるが，他方
で再出発のリスボン戦略（2005年）と内容的に
符合するという捉え方もできるとされている

（Armstrong 2012;Lundvall and Lorenz 2012）。
新たな戦略をより厳しく評価する向きもある。
この戦略の採用にあたって，先行するリスボン
戦略の問題点や短所に関して深く分析されてい
ないことや経済・金融危機のみならず環境危機
に関する公的な規制のあり方に関して根本的な
再検討が行われていないことなどがその理由で
ある（Magnusson 2010; Pochet 2010）。
　では，ESM の観点からはどう評価されるか。
戦略の内容については， 5 つの主要目標を見る
と，雇用と関わって EU 全体の就業率につい
て現状の69% を2020年に75% へと高めること
に加えて，教育と貧困 ･ 社会的排除といった
社会的目標に関わる項目が掲げられていること，
さらに，中等教育の中断や貧困の削減に関して
具体的な数値目標まで示されていることが注目
される。こうしたことから，この戦略において
欧州統合の社会的次元がより強化されたと積極
的に評価する論者もいる（Zeitlin and Vanhercke 
2014）。他方，貧困の削減に関しても当初設定
された目標値が低められたことや目標設定にお
いて加盟国に裁量の余地が広げられたこと，あ
るいは主要目標の一つである雇用と関わって就
業率の上昇が目標に掲げてあるが，リスボン戦
略では言及されていた雇用の質を示す「よりよ
い雇用」という表現が見られなくなったことな
どを問題視する意見もある（中村　2015）。

2　欧州2020と経済ガバナンスの改革
　より注目すべきはガバナンスの問題である。
欧州2020をめぐっては，欧州債務危機への対応
と関わって，2011年から13年にかけて経済ガバ
ナンスの強化の手だてが次々と打たれていった。
ガバナンス改革の主要な目的は，財政規律の強
化とマクロ経済の不均衡是正であった。具体的
な手立てとしては，2011年にヨーロピアン・セ
メンスター（European Semester）が導入され
た。これは，1997年に採択された安定成長協定
や欧州2020の戦略に沿う形で新たに設けられた

もので，毎年 1 月から 6 カ月程度かけて実施さ
れる財政政策の相互監視と調整の枠組みである。
また，新たな法制的な仕組みとして，2011年 3
月に欧州理事会で採択されたユーロ・プラス協
定（Euro-Plus Pact），同年12月発効のシックス・
パック（Six Pack），2013年 1 月発効の財政条約

（Fiscal Compact），同年 5 月発効のツー ･ パッ
ク（Two Pack）が設けられた（Hacker 2013）。
これらの一連の改革においては，欧州債務危
機の直接の原因がユーロ圏の財政の極度の悪
化からくるものとして，各国の財政規律を高め
るために，財政赤字の対 GDP 比 3 %，政府累
積債務の対 GDP 比60% の基準を満たさない場
合に過剰財政赤字是正の手続を厳格に適用する
ことなどが決められた。また，欧州債務危機の
根本の原因がマクロ経済不均衡（経常収支など
の対外不均衡，失業率などの対内不均衡）にあ
るとのことから，過度の不均衡が見いだされる
国にはその過剰不均衡是正手続きを適用し，制
裁措置を講ずることなどが決められた（田中友　
2013）。

3　緊縮政策と「ソーシャル ･ ヨーロッ
パの失敗」言説の浮上

　これらのガバナンス改革が社会政策領域に与
えた影響は大きいものがあり，社会政策を重視
し本来の ESM に期待を寄せてきたグループの
多くはこれらの改革を厳しく批判している。欧
州反貧困ネットワークという NGO は，ガバナ
ンス改革が政治的正統性と説明責任に関わる深
刻な問題を惹起しており，貧困削減に失敗する
だけでなく緊縮財政アプローチによってかえっ
て貧困や不平等を増加させることにもなってい
ることから欧州2020の内容とプロセスに対して
幻滅が広がっていると非難している（EAPN 
2012）。こうした厳しい批判が起こる背景とし
ては，欧州委員会，国際通貨基金（IMF），欧
州中央銀行（ECB）からなるトロイカが南欧
を中心とする金融支援プログラム対象国，なか
でもギリシャに対して突きつけた緊縮政策があ
まりにも過酷であったことがある。トロイカは，
2011年春に金融支援プログラムの見返りとして，
政府歳出削減と増税，国有企業民営化などに加
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えて年金カットや最低賃金の切り下げなど社会
政策領域におけるドラスティックな改革を求め
たのである（田中素　2016）。
　経済ガバナンスの強化策が社会政策の後退を
もたらしているとの見方が広がる中で，ECB
総裁のドラギ（Mario Draghi）は「ESM は終
わった」との発言をした（Wall Street Journal, 
2012）。これは，伝統的な社会契約はもはや時
代遅れであり，強力な緊縮財政政策は不可避で
あるとする立場からの意見である。その一方，
この政策を批判する側からも「公共政策として
のソーシャル ･ ヨーロッパの失敗」を語ったり，
あるいは「ESM は，不適切なイデオロギーに
よって解体しつつある」との見方が出されたり
するようになった（Vanhercke 2013: 92）。

4　緊縮政策とポピュリズムの台頭
　緊縮的な経済ガバナンス強化が欧州全域にお
いて格差と貧困を拡大させる中で現実政治にお
いて EU の政策を推進してきた中心政党であ
る中道右派（穏健保守），中道左派（社会民主
主義）の政党が支持を減退させ，その代わりに
左右のポピュリズム政党が支持を拡大していっ
た。右翼ポピュリズムとしては，老舗であるフ
ランスの国民連合（旧国民戦線）やオーストリ
アの自由党に加えて近年ではドイツの AfD，
さらにはスウェーデンの民主党などといったよ
うに各国で主要政党化し政権に参画する党まで
出るようになっている。左翼ポピュリズムは
2010年代以降に，ギリシャのシリザ，スペイン
のポデモスのように当初は南欧諸国に現れたが，
その後フランスのメランション率いる「不服従
のフランス」やコービン党首の時期のイギリス
労働党もその勢力と見なされるようになり，政
治的影響力は広がりを持つようになった（石田　
2018）。
　右翼ポピュリズムと左翼ポピュリズムは，前
者が文化的アイデンティティを重視して移民・
難民などの「外国人（the aliens）」の排除を目
指すのに対して，後者は経済的困難の解決に重
きを置き「貧困者（the poor）」の包摂を目標と
するという点で違いがあるとされる（Mudde 
and Kaltwasser 2013）。どちらも反エリート，

それゆえにエリート主導の EU に懐疑的であ
るが，左翼ポピュリズムの場合，緊縮政策を強
いられたギリシャに最初に現れたことからも分
かるように経済的困難に陥った人々から支持さ
れたことが容易に分かる。他方右翼ポピュリズ
ムの場合，移民・難民の排除という文化的争点
を前面に掲げて支持を得ていることから，経済
的苦境はそれらの政党への人々の支持を説明で
きないという議論もある（中井　2021：26）。し
かし，今日の右翼ポピュリズムは，移民・難民
の排除という文化に関わる主張を，新自由主義
反対，福祉国家擁護という経済に関わる立場と
関連づけること，つまり福祉排外主義として打
ち出すことにより支持を広げていると考えられ
ることから，EU 執行部の緊縮政策がもたらす
経済的不安がそれらの政党への支持の直接的要
因ではなくとも背景要因として働いていること
はたしかであろう（石田　2023）。

Ⅳ　EU の政策革新と
　　ソーシャル・ヨーロッパ復活の動き

　2010年代前半は欧州において社会政策が後退
した時期であったが，2010年代後半になると変
化が見られるようになる。きっかけは欧州委員
長が新自由主義に傾斜していた J.M. バローゾ
から2015年に J.-C. ユンケルに替わったことで
ある（濱口　2022：186）。ユンケルとその後継
の U. フォン・デア・ライエン委員長の下で
ソーシャル ･ ヨーロッパの強化の方策が打ち
出され，ソーシャル ･ ヨーロッパの復活の言
説が現れるようになる。ソーシャル ･ ヨーロッ
パの復活にとって大きな意味を持つ政策革新の
1 つは EU が2017年のイエテボリ社会サミッ
トで採択した欧州社会権の柱（European Pillar 
of Social Rights，以下 EPSR と略記）である。
もう一つは EU が新型コロナ禍において創設
した復興基金（正式名称は次世代 EU（Next 
Generation EU）である。それらの政策革新が
ソーシャル ･ ヨーロッパの復活にとってどう
いう意義を持つのかを検討する。
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1　EPSR の提起―パラダイムシフトか
　EPSR は，ユンケル委員長が就任年の2015年
に欧州議会において「公正かつ真に汎ヨーロッ
パ的な労働市場に向けた活動を推進しなければ
ならない」と宣言したことを受けて採択したも
のであり，「機会均等及び労働市場への参入」，

「公正な労働条件」，「社会的保護及び包摂」の
3 つの分野における20の原則を定めている。 3
つの分野に対応した12分野で，複数の指標を

「社会的スコアボード」として設定，ユーロ圏
を中心とする加盟国における状況をモニターす
ることが意図されている（European Commission 
2017）。その後，フォン ･ デア ･ ライエン委員
長の下で2021年 3 月に EPSR の目標を実現す
るための具体的取組を示す行動計画が発表され，
EU が2030年 ま で に 達 成 す べ き 目 標 と し て 
① 雇用（20―64歳までの全人口のうち少なく
とも78％就業），② スキル（全成人の少なくと
も60％が技能講習を毎年受講），③ 社会的保護

（貧困，社会的排除のリスクのある人口を少な
くとも1500万人削減）の 3 つが設定された

（European Commission 2021）。
　EPSR をめぐっては，提起されたときから
様々な批判が寄せられたとされている（Sabato 
and Vanhercke 2017: 78-84）。たとえば，EPSR
が過剰な期待を高め，社会権の概念に対する狭
い理解が銘記されてしまうリスクがある，社会
的目標が経済的・財政的目標に従属するかのよ
うになっている，問題となる権利の定式化がか
なり曖昧であるなど，といったようにである。
他方で，EPSR が EU の社会政策における真の
ゲームチェンジャーになりうるとする論者もい
る（Vanhercke et al. 2018）。とくに注目され
るのは，EU の社会政策に対してそれまで厳し
い 姿 勢 を 示 し て き た B. カ ン テ ィ ヨ ン が，
EPSR は，欧州の社会政策形成における重要な
パラダイムシフトとなる可能性がある，とポジ
ティブに評価していることである。彼女は，従
来の欧州の社会政策においては様々な政策手段
の調和化と曖昧に設定された目標への収斂が目
指されたのに対して，EPSR は欧州市民のため
に追求されるべき原理と社会的権利に焦点を移
すことを提案していることにおいて歓迎される

というのである（Cantillon 2019: 54-55）2。
　EPSR とソーシャル ･ ヨーロッパとの関連
についていうと，欧州委員会は2020年 1 月に
EPSR の行動計画に向けた道筋を示すコミュニ
ケーションを発表しているが，そのタイトルが

「公正な移行のための強いソーシャル ･ ヨー
ロッパ」となっている（European Commission 
2020）。 そ こ で 示 さ れ る 公 正 な 移 行（just 
transition）とは，欧州委員会が前年の12月に
発表した欧州グリーンディール（European 
Green Deal）においても掲げられている考え
方である。高炭素産業から低 ･ 非炭素産業へ
の労働力の移動のみならず経済 ･ 社会全体を
視野に入れた脱炭素化の過程において，SDGs
のトップスローガンでもある「誰一人取り残さ
れない（Leave no one behind）」ような，公正
で包摂的な状況をつくることを意味している。
欧州委員会は，そうした公正な移行のためにも
強いソーシャル ･ ヨーロッパ（strong social 
Europe）が必要だと主張し，その実現の中心
に EPSR を置いたわけである。かくして，欧
州委員会は EPSR と関連させることによって
ソーシャル ･ ヨーロッパに関する政治的言説
を再活性化させることに成功したとされ，ソー
シャル ･ ヨーロッパの復活をめぐる議論もそ
の後活発になっていったのである（Keune and 
Pochet 2023）。
　EPSR は，社会政策に関する原理と権利に基
づくアプローチをとることによって EU の社
会政策の考え方，哲学を転換したとされるので
あるが，EPSR それ自体は法的拘束力を持たず，
その後にとられる立法措置の方向性を示すに止
まるものであり，その考えが実際に反映された
かどうかは制定された法の内容を見る必要があ
る3）。加えて，EPSR の考え方を具体化，すな
わちソーシャル ･ ヨーロッパの復活を現実的
なものにするためには，EPSR を支え，その原
理の実現に資する財政的裏付けのある手段を伴
うことが必要となる（Hacker 2023b: 38）。

2　復興基金（次世代 EU）の創設
　 ―ハミルトン・モーメントか

　財政的裏付けの点で注目すべき EU の政策
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革新はコロナ禍において創設された復興基金で
ある。2019年後半に中国で最初の症例が確認さ
れた新型コロナは2020年に入ると欧州も含めて
世界全体に感染が広がっていった。この未曾有
の危機に対して，欧州理事会は2020年 7 月にコ
ロナ危機からの復興を支援するために7500億
ユーロの復興基金と 1 兆743億ユーロの21～27 
年のＥＵ予算の多年次財政枠組み（Multiannual 
Financial Framework）からなる，自ら野心的
で包括的だと称した復興パッケージについて合
意した（European Council 2020）。
　とくに復興基金が画期的であるのは，7500億
ユーロは補助金と融資枠からなるが，前者の返
済不要の補助金が当初は5000億，最終的にも
3900億というように多額に及んだこと，その財
源に関して欧州委員会が発行する EU 名義の
共同債権により市場から調達するとしたことに
ある。これほど巨額の債券を欧州委員会が発行
するというのは，欧州統合史上初めてのことで
あるとされる（遠藤　2020）。こうした補助金重
視，共同債発行の仕組みは，コロナ禍の打撃が
大きく，財政的に余裕がない南欧・中東欧諸国
の実状を配慮したものであり域内の格差拡大を
抑止する効果を持つが，財政規律を重んじる倹
約 4 カ国（スウェーデン，デンマーク，オラン
ダ，オーストリア）などからは当初反対の声が
強く出た。しかし，最終的にはそれらの国を含
めて合意を見たのである。
　合意に至った理由としては，欧州債務危機へ
の対応があまりにも緊縮的であったため域内の
格差を広げてしまったとの反省がある。また債
務危機が深刻化したのは主に南欧諸国であった
のに対してコロナ禍の打撃は欧州全域に及んだ
ことも背景としてある。決定的であったのはド
イツの姿勢の変化である。倹約 4 カ国とともに
財政規律を重視してきたドイツの首相メルケル
がフランスのマクロン大統領とともに復興基金
の提案側にまわったのである。復興基金の合意
は，アメリカ合衆国の建国の父の一人として，
米国の財政連邦主義の嚆矢となる政策をとった
A. ハミルトンになぞらえて「ハミルトン・モー
メント」と呼ばれたりしている｡ 彼は，連邦政
府が全ての州のもつ債務の引受けを実現し，全

国13州の共同債権発行を実践したのである （児
玉　2020）。

3　ソーシャル ･ ヨーロッパ復活の
　 道遠し？

　復興基金が真にハミルトン ･ モーメントと
なるか，つまり欧州統合の中核をなす経済通貨
同盟を完成させるために必要な財政統合の第一
歩となるか，さらにいえばソーシャル ･ ヨー
ロッパの復活への道を歩むきっかけになるか，
は復興基金の成果に依るところが多いといえる。
復興基金による財政支援においては，成長と雇
用とともに社会的 ･ 地域的結束，さらに欧州
グリーンディールの重点目標である「グリーン
化」と「デジタル化」という 2 つの移行に資す
ることも重視されている。それらの課題の達成
において，財政支援を多く受ける南欧，中東欧
諸国の底上げがはかられることなくして，復興
基金の恒久化など財政統合への前進は難しいと
されている（伊藤　2020）。
　復興基金の共同債の発行は2026年度までであ
り，復興基金の成否が分かるにはなお時間を要
する。復興基金開始後，コロナ禍に加えてロシ
アのウクライナ侵攻が続いて欧州の政治経済は
ますます先行き不透明になっている。エネル
ギー価格の急騰を含めインフレが高進するとと
もに，コロナ対策，エネルギー対策のために各
国とも積極的に財政を動員したため政府債務残
高は大幅に拡大した。そうした中で，2020年に
適用停止措置がとられていた財政ルール（安定
成長協定）が2024年からの再開に当たって見直
されることになった。その見直しをめぐって復
興基金では推進役にまわったドイツを含む財政
慎重 ･ 緊縮派と積極財政 ･ 反緊縮派の間の攻
防が再燃した。見直し結果の内容に関しては，
財政慎重派を配慮したものとの見方から，欧州
労 働 組 合 連 盟（ETUC） な ど は 緊 縮2.0

（Austerity 2.0）と呼んで厳しく批判している
（ETUC 2024）4）。EU が緊縮路線をとれば，反
緊縮を唱えるポピュリズムが勢いをえるであろ
うことはあきらかである。とくに反緊縮と反移
民 ･ 難民を結びつけて危機を煽る右翼ポピュ
リズムが支持を広げているのである。ソーシャ



42 龍谷政策学論集 14（1・2）

ル ･ ヨーロッパ復活へはなお道遠しといわな
ければならない。
　本稿では，経済的な面から見た多様性と包摂
性をめぐって政策的に苦悩する欧州の事例，具
体的にはソーシャル ･ ヨーロッパの構想とそ
の失敗と復活という展開過程を跡づけてみた。
富裕層から貧困層まで多様な階層に属する人々
のうち，SDGs や欧州グリーンディールが目指
す「誰一人取り残されない」状況をつくるため
には，社会から排除されることの多い貧困層を
包摂することが重要な課題となる。EU は強い
ソーシャル ･ ヨーロッパのスローガンの下に
貧困と社会的排除の根絶を目指そうとしている
が，その課題の達成はなお先のことだといえる。
EU は多様性と包摂性の両立に現在も苦悩して
いるのである。

（注）

　1）　移民 ･ 難民は貧困と社会的排除に陥っている場合が
多いゆえに，移民 ･ 難民問題は文化的多様性と経済的
多様性が重なりあっており，両者をどう関連づけるか
が重要であるが，本稿では 2 つを区別して経済的多様
性の観点から問題に接近することにする。両者の関連
づけについては，（石田　2022）を参照されたい。

　2）　カンティヨンは，EU が推し進める社会的投資（social 
investment）政策は，低所得者，貧困者を救うのでは
なく中高所得者に便益が行くことになっていると批判
していたのである（Cantillon 2011）。

　3）　EPSR それ自体よりも EU が採択した2022年の最低賃
金指令と2023年の最低所得勧告こそが，新しい政策領
域に踏み込んだものであり，真のパラダイムシフトと
見なしうるという意見もある（中村　2023: 31-35;  
Schulten and Müller 2021）。

　4）　積極的な投資が必要なときに欧州債務危機後の緊縮
路線に回帰するということは欧州を破滅の道に追いや
ることになるとまで述べている（ETUC 2024）。財政
ルール（安定成長協定）の見直しにおいては，以前か
らの財政赤字の対 GDP 比 3 %，政府累積債務の対
GDP 比60% の基準値は変えずに，各国の裁量と時間
的猶予を拡大するという変更が行われた。財政ルール
見直しについては（馬場 ･ 加藤 2024）が詳しく紹介し
ている。
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